
下水道使用料の改定について



下水道使用料の検証方法
2●本年度より４年毎に使用料見直しの必要性を検証

●検証の対象期間は翌々年度からの４年間

●検証後は生活への影響や将来見通し等を踏まえて判断 1

初回：平成２８年度２回目：平成３２年度
３回目：平成３６年度４回目：平成４０年度（以後も４年毎に実施）

実施年度 対象期間

初回 Ｈ28 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33

２回目 Ｈ32 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37

３回目 Ｈ36 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40 Ｈ41

４回目 Ｈ40 Ｈ42 Ｈ43 Ｈ44 Ｈ45

※対象４年間は使用料を固定することを前提に、見直しの必要性を検証



下水道使用料の検証①Ｈ３０~３３年度
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不
足
額

0.85

使用料

24.59 

市本体からの補助金

30.45 

施設建設などのための借入金

27.46 
その他

施設の維持経費

11.47 

職員の人件費2.90 

施設の建設費

18.02 
支出

収入

（単位：億円）

収入92.90億円

支出93.75億円

国からの補助金6.54

借金の元金利息

59.82

４年間で０．８５億円の資金不足が発生

国



下水道使用料の検証②Ｈ３４~３７年度
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使用料

24.17 

市本体からの補助金

27.79 

施設建設などのための借入金

24.53

施設の維持経費

10.93 

職員の人件費2.90 

施設の建設費

16.28 
その他支出

収入

（単位：億円）
収入84.59億円

支出89.77億円

不足額5.18

国からの補助金5.46

借金の元金利息

58.12

４年間で５．１８億円の資金不足が発生



下水道使用料の検証③Ｈ３０~４０年度

4使用料改定を行わざるを得ない状況

使用料

66.44 

市本体からの補助金

77.84 

施設建設等のための借入金

66.34

施設の維持経費

30.16 
職員の人件費7.98 

借金の元金利息

158.13 

施設の建設費

46.21 
その他支出

収入

（単位：億円）収入234.95億円

支出246.70億円

国からの補助金15.94

不足額11.75

●近い将来、経営に行き詰る可能性が高い。
●市本体に追加補助を行うだけの余裕は無い。
●不足額の規模を考えれば、経営努力で賄い切れない。



使用料改定(案)の検討①使用料の仕組み
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市本体からの補

助金
その他

施設の維持経費

職員の人件費

減価償却費 借金の返済金その他支出

収入 下水道使用料

国の示す基準により
金額が算定される

市の補助金やその他収入などで
埋められない部分を使用料で賄う



使用料改定(案)の検討②使用料改定の考え方
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市本体からの補

助金
その他

施設の維持経費

職員の人件費

減価償却費 借金の返済金その他支出

収入 下水道使用料

国の示す基準により
金額が算定される

現在の使用料水準で埋め切れない
部分を使用料改定により確保



使用料改定(案)の検討③Ｈ３０~３３年度

Ｈ30 33の４年間で0.85億円の資金不足
平均3.64％の使用料引き上げが必要（※）

不
足
額

0.85

使用料

24.59 

市本体からの補助金

30.45 

国からの補助金

6.54 

施設建設などのための借入金

27.46 
その他

施設の維持経費

11.47 

職員の人件費

2.90 

施設の建設費

18.02 

支

出

収

入

（単位：億円）

収入92.90億円

支出93.75億円

借金の元金利息

59.82

7※現在の料金表からの引き上げ率



使用料改定(案)の検討④Ｈ３４~３７年度
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Ｈ34 37の４年間で5.18億円の資金不足
平均22.62％の使用料引き上げが必要（※）

20％を超える引き上げは市民生活に大きな影響

使用料

24.17 

市本体からの補助金

27.79 

施設建設などのための借入金

24.53

施設の維持経費

10.93 

職員の人件費2.90 

施設の建設費

16.28 
その他

支

出

収

入

（単位：億円）収入84.59億円

支出89.77億円

不足額5.18

国からの補助金5.46

借金の元金利息

58.12

※現在の料金表からの引き上げ率



下水道使用料の検証⑤Ｈ３０~３７年度
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施設建設等のための借入金

51.99

施設の維持経費

22.40 
職員の人件費5.80 

その他

支

出

収

入

（単位：億円）収入177.49億円

支出183.52億円

不足額6.03
国からの補助金12.00

借金の元金利息

117.94

使用料

48.76
市本体からの補助金

58.24

施設の建設費

34.30

約7億円の収入を確保するため、
15％程度の使用料引き上げを行いたい

４年後の大きな引き上げを避けるため、
Ｈ30 37年度の８年間で使用料を算定

（現時点における市の考え方）



新しい料金表の検討①「使用料体系の検証」
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２年連続（Ｈ２５ ２６）で
下水道使用量が減少

過去５年間の下水道使用量の推移

人口減少などから、
中長期的に減少の見込み

水道の使用量

基本料金 ８ までの水量 1,320円
８ を超え
２０ までの水量 170円
２０ を超え
５０ までの水量 175円

５０ を超える水量 180円
基本料金 １００ までの水量 2,500円
超過料金
（１ につき）

１００ を超える水量 25円
公衆浴場用

金　額

一般用 超過料金
（１ につき）

節水傾向、子育て世帯の負担軽減など
考慮し、２つの料金区分を統合

８ を超え
５０ までの水量 円

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

Ｈ23年度Ｈ24年度Ｈ25年度Ｈ26年度Ｈ27年度

（単位： ）



新しい料金表の検討②「料金表改定(案)」
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水道の使用量

基本料金 ８ までの水量 1,320円
８ を超え
２０ までの水量 170円
２０ を超え
５０ までの水量 175円

５０ を超える水量 180円
基本料金 １００ までの水量 2,500円
超過料金
（１ につき）

１００ を超える水量 25円
公衆浴場用

金　額

一般用 超過料金
（１ につき）

水道の使用量

基本料金 ８ までの水量 1,520円

５０ を超える水量 208円
基本料金 １００ までの水量 2,500円
超過料金
（１ につき）

１００ を超える水量 25円

金　額

超過料金
（１ につき）

８ を超え
５０ までの水量 195円

現在の料金表 改定後の料金表
改定率

15.15％

14.71％

11.43％

15.56％

改定なし

改定なし

料金表改定案（現時点における考え方）

改定時期（現時点における考え方）

平成３０年１月１日



下水道使用料引き上げの影響
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１カ月あたりの影響額 １年間の影響額

5,519 

6,275 

3,629 

4,169 

2,711 

3,116 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

改定前 改定後

１カ月30

１カ月20

１カ月15

影響額756円／月
（改定率13.70％）

影響額540円／月
（改定率14.88％）

影響額405円／月
（改定率14.94％）

66,228 

75,300 

43,548 

50,028 

32,532 37,392 

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

改定前 改定後

１カ月30

１カ月20

１カ月15

影響額9,072円／年
（改定率13.70％）

影響額6,480円／年
（改定率14.88％）

影響額4,860円／年
（改定率14.94％）



下水道使用料改定(案)の概要
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改定時期 平成３０年１月１日

平均改定率１４．８８％
（１カ月２０ の一般家庭の改定率）

改定後の料金表
水道の使用量

基本料金 ８ までの水量 1,520円

５０ を超える水量 208円
基本料金 １００ までの水量 2,500円
超過料金
（１ につき）

１００ を超える水量 25円

金　額

超過料金
（１ につき）

８ を超え
５０ までの水量 195円

㎥


